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1. はじめに 

 2011 年 3 月 11 日 14 時 46 分，三陸沖を震源とす

るモーメントマグニチュード 9.0 の東北地方太平洋

沖地震が発生した．この地震に伴う巨大津波により，

多数の尊い人命が失われた．千葉県においても多く

の被害が発生しており，22 名の死者・行方不明者が

確認されている． 

自然災害から人命とその資産を防護するにあたっ

ては，国・都道府県(公)などにより「防災」，「減災」

を基本として災害対策がなされてきた．公からの災

害支援が機能しない時間的・空間的な状況下におい

て，住民が自助・共助による活動によって安全を確

保するソフト対策とハード対策を幾重にも連携させ

た災害対策を推進する必要がある． 

本研究では，市町村の津波災害における避難体制

や津波防災教育を把握し，課題点を検討するために，

津波防災アンケートを実施した． 

 

2. 津波防災アンケート 

 (1)既往の津波防災アンケート調査 

 津波防災アンケートを作成するにあたり，既往の

実施された 21 編の津波防災アンケートを調査し，設

定された質問重要項目の採用率を図-1 に示す．図-1

より防災意識，避難手段，情報収集といった項目が

多く採用されているのが確認できる．これは，津波

防災アンケートを実施する大きな目的として，地域

住民の避難達成があり，上記の質問重要項目を設定

することにより，地域住民の避難行動特性を把握す

ることが可能となるためであると考えられる． 

 (2)津波防災アンケート作成 

 本研究では，巨大津波における地域住民の避難に

関して，各市町村での取り組みを把握し，津波防災

対策の向上を図ることを目的に，津波防災アンケー

トを作成した．本アンケートでは，質問重要項目を

大項目として 2 つ設定した．また，質問重要項目内

を細分化したものを中項目とし各 3 つずつ設定した．

設定した大項目・中項目を表-1 に示す．表-1 に示す

大項目 1 では東北地方太平洋沖地震時の実際の対応

および避難体制を調査し，今後の巨大災害発生時の

適切な初動体制や避難体制を検討するために設定し

た．大項目 2 では津波に対する意識と，災害教育の

現状を調査し，最適な災害教育の提案を可能とする

ために設定した．さらに各大項目に中項目を 3 つず

つ設定したことにより，詳細な傾向や課題点を明確
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図-2 津波防災アンケート対象領域 

表-1 設定した大項目・中項目一覧 

 

 
図-1 既往の津波防災アンケート調査結果 
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にすることができる． 

(3)津波防災アンケート対象領域 

 アンケート対象領域は，千葉県全域と茨城県の浸

水被害の甚大であった沿岸部の 6 市町村の合計 60

市町村とした．津波防災アンケートの対象領域を図

-2 に示す．図-2 においてハッチングした領域は，津

波により浸水被害を受けた市町村である．アンケー

ト結果を集計する際に，沿岸部・内陸部・外房・内

房の 4 つの領域に区別する．この 4 つの領域を設置

し，各領域の津波防災意識の傾向や課題点を明らか

にする． 

(4)津波防災アンケート結果 

津波防災アンケートを各市町村に送付し，回答を

得た一例を図-3，図-4 に示す．図-3(a)より全領域に

おいて初動体制がうまく機能した市町村の割合が低

いことが確認できる．また，図-3(b)，(c)からは避難

体制の充実が必要であることが確認できる．したが

って，迅速な避難行動を可能とするため，東北地方

太平洋沖地震を教訓とした新たな初動体制を構築す

るとともに，避難体制についても検討しなければな

らない．また，地域住民に対し，構築した避難体制

の周知を徹底することが重要であると考えられる．

図-4(a)，(b)より地域住民に対する津波防災教育の実

施割合を確認することができる．津波避難訓練につ

いては内陸部を除く領域で 75%以上の高い実施率と

なった．しかし，図-4 (c)より津波避難訓練をいかす

ことができなかったと回答している市町村は半数以

上の割合であり，津波避難訓練の実施内容の見直し

を行わなければならない．  

 

3. おわりに 

 本研究では，津波防災アンケートを実施し，市町

村の津波防災対策の傾向や課題点を検討した．津波

防災アンケートの結果より，初動体制・避難体制は

東北地方太平洋沖地震の教訓を考慮し，新たに構築

する必要があることを確認した．また，津波に関す

る知識の教育と津波避難訓練を連携させ，効果的な

津波災害教育を推進することが重要である． 
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図-3 2011 年 3 月 11 日の東北地方太平洋沖地震に伴う津波における実際の対応および体制の回答結果 
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図-4 津波避難訓練，津波に関する知識の普及啓発の回答結果 


